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Thaidotrun Co.,Ltd.の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社はタイを中心にレース登録プラットフォームサービスを提供する企業である「Thaidotrun Co.,Ltd.」

（以下、「Thairun」）（所在地：タイ）の発行済株式の全てを取得し、同社を子会社化すること（以下、「本取

引」）としましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 なお、本株式取得は適時開示の基準に該当しませんが、有用な情報と判断し任意開示を行うものです。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

 当社グループは、中期経営計画 2026 における重点戦略の１つとして「ランニングエコシステムの拡充」を

掲げ、ランニング業界 No.１インフラとしてレースを軸としたデジタル×パーソナルなサービスを提供し、ラ

ンナーの目標や自己実現をフルサポートすることでブランド体験価値の向上を企図しています。 

 

Thairunは、タイ最大手のレース登録およびイベント関連サービスを提供する企業です。タイ国内における

ランニングイベントの統合プラットフォームとして主導的な地位を確立しており、同国 No.１のレース登録プ

ラットフォームを運営しています。デジタルサービスの開発力に優れており、顔認識システム等を利用した独

自のレースフォト事業、および国内最大のランニングコミュニティを活用したメディア事業にも強みを持って

います。 

 

タイは当社にとって成長性の高い市場の一つであり、本取引は、タイにおけるランナーとの接点拡大および

ランニングエコシステムの更なる強化に資するものと考えております。今後は、OneASICS（アシックスのメン

バーシッププログラム）との連携を通じた ECサイト、店舗への誘導や、当社がスポンサーの大会とも連携し、

グループ全体としてブランド発信の強化、商品認知の向上へ取り組みを加速させます。また本取引により、当

社グループは、北米、欧州、日本、オセアニア、東南アジアにおいてレース登録プラットフォーム企業として

確固たる地位を築き、デジタルサービスとともにランニングエコシステムの発展・拡大を通じて、ランナーの

皆様へより良いサービス提供を目指します。詳細に関しましては、（別紙）「レースレジストレーション会社の

株式取得について＜補足説明資料＞」をご参照ください。 

 

 

 

 



２．異動する子会社の概要 

（１）名称 Thaidotrun Co.,Ltd. 

（２）所在地 Bangkok（Thailand） 

（３）代表者の役職・氏名 Bunyarit Uyyanonvara （Founder & CEO） 

（４）事業内容 レース登録プラットフォーム運営・写真サービス・メディア

サービス・イベント主催 

（５）資本金 17,521,020タイバーツ 

（６）設立年月日 2017年３月２日 

（７）上場会社と当該会社との間の関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

（８）当該会社の最近の３年間の経営 

成績および財政状態 

相手先の意向および守秘義務に基づき、非開示とさせていた

だきます。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

 株式取得の相手先は個人および個人が保有する会社（Thairun経営陣等）であり、守秘義務により詳細の

開示は控えさせていただきます。なお、当該株主と当社との間に記載すべき資本関係・人的関係・取引関係

はありません。また、関連当事者にも該当いたしません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況（予定）  

（１）異動前の所有株式数 ０株（議決権所有割合：０％） 

（２）取得株式数 普通株式 1,752,102株 

（３）取得価額 
独立した第三者による評価に基づき算定した価格で取得する予定であり

ます。なお、守秘義務により、非開示とさせていただきます。 

（４）異動後の所有株式数 普通株式 1,752,102株（議決権所有割合：100％） 

 

５．日程 

（１）株式譲渡契約締結日 2025年 11月 19日 

（２）株式譲渡実行日 2026年４月～６月（予定） 

 

６．今後の見通し 

 本取引による当社の連結業績に与える影響につきましては軽微であると見込んでおります。 

 

以上 


